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地域における高齢者を対象にした運動教室について，開始前１年間と開始後の２年間以上の
データを用い，３年間以上の年間医療費の推移を示した形で，医療経済評価を行うことを目的
とした。
新潟県Ｍ市，富山県Ｓ市，埼玉県Ｋ市，愛媛県Ｗ町の健康運動教室参加者のうちの国民健康

保険の被保険者（以下，国保加入者）を運動群とするとともに，国保加入者の中から運動教室
に参加していない約３倍の人数を対照群として抽出し，両群の年間の医療費の推移を比較した。
医療費の増減の総和を明らかにするために，各年の１人当たり医療費をみるだけではなく，教
室開始前の医療費に教室開始後の年間医療費を次々に加えていく累積医療費を算出し，運動群
と対照群とで比較を行った。
４市町において，運動群は対照群に比較して，運動教室の開始前から医療費が低いものの，

累積医療費でみると，教室開始１年目，２年目とその差が広がっていくことが示された。
教室開始前と開始後２年間以上の国民健康保険の医療費データを用い，運動群と対照群を比

較することで，地域における高齢者を対象とした運動教室による医療経済効果の可能性が示唆
された。

高齢者，運動教室，筋力トレーニング，医療経済

Ⅰ

近年，市町村において，介護予防や生活習慣
病予防を目的として高齢者を対象にした運動教
室が広く行われるようになった1)-4)。その評価
も，体力についてのみでなく についても
報告されるようになった5)6)。しかし，これら
の事業を広く普及させ，地方自治体や健康保険
組合などが継続的に取り組むためには，その医
療経済効果を明らかにすることが必要である。
現状では，わが国における高齢者向けの地域で
の運動教室について医療経済効果を評価した報
告は限られたものしかない。池上は，健康づく

り運動プログラムの実施により茨城県大穂町の
１世帯当たりの医療費の伸びが近隣町村に比べ
小さくなったこと7)を，藤谷らは，６カ月間の
健康運動教室により介入群では対照群に比べ医
療費の伸びが小さかったこと8)をそれぞれ報告
している。また，森山は，一般住民を対象にし
て水中運動の実施前後の医療費を比較した結果，
運動実施後に医療費が減少したこと9)を，星ら
は，介護予防活動に参加した中高齢者について
年間の医療費の減少が認められたこと10)を報告
している。
われわれは，これまで茨城県Ｔ村において行
われた高齢者に対する運動教室について，教室
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参加群は対照群に比べて医療費の伸びが小さ
かったことを報告した11)。また，Ｔ村および他
の市町村で行われた事業に基づいて運動教室の
医療経済効果の評価方法を検討し，運動開始前
からの医療費に運動開始後の医療費を次々と加
えていく累積医療費を算出し，それを運動群と
対照群とで比較することにより医療経済効果が
分かりやすく表せることを示した12)。さらに，
その運動群と対照群の累積医療費を比較すると
いう方法で，全国４市町の高齢者向けの運動教
室の医療経済効果の評価を行い，対照群の年間
累積医療費は運動群に比べて４市町のすべてで
より増加すること，また，別の１町では自重を
用いた筋力トレーニング，輪投げ，ボールエク
ササイズの３つの異なる運動を行う高齢者につ
いて累積医療費を比較し，筋力トレーニング群
の医療費は有意ではないもののより低く推移し
たことを報告した13)。しかし，年間の医療費
データについては，教室開始前１年間と教室開
始後１年間の２点での評価であった。したがっ
て，この結果が運動教室による効果ではなく，
教室開始以前にも認められた医療費の年次変動
によるものである可能性も否定できなかった。
今回，われわれはこれまでに医療経済効果の評
価を行ってきた市町村について，その後の医療
費を得ることができた。これにより，教室開始
前と教室開始後を併せて３点以上のデータがそ
ろい，より明確な評価が可能となったのでここ
に報告する。

Ⅱ

株式会社つくばウエルネスリサーチによる運
動プログラムを行っていた新潟県Ｍ市，富山県
Ｓ市，埼玉県Ｋ市，愛媛県Ｗ町の健康運動教室
参加者について分析を行った。運動プログラム
は，西嶋ら14)15)の方法により個別プログラムを
作成し，教室でのトレーニング（筋力トレーニ
ング，トレーニングバイクによる有酸素運動，
ストレッチング）を週１～２回，他に自宅での
トレーニング（筋力トレーニング，ストレッチ

ング，ウォーキング）を行うよう指示するもの
であった。筋力トレーニングは自重，ゴム
チューブ，ダンベルを用いたものであった16)。

運動教室の参加者で教室開始の３年前から追
跡終了時まで国保加入者であった者（以下，運
動群）と，国保加入者で参加者と性，生年を
マッチさせた非参加者（参加者１人に対し対照
者３人）（以下，対照群）を対象とし，年間医
療費を追跡した。ただし，教室開始３年前から
医療費を集めることが困難であったＭ市につい
ては，教室開始前年からの被保険者について同
様に医療費を追跡した。年間医療費は，教室開
始と同じ月からの１年間ごとに集計した。例え
ば，教室を平成14年の９月に開始した場合，平
成14年の９月から平成15年の８月までの医療費
を平成14年の年間医療費とした。
医療費には調剤費も含めたが，歯科，食事療
養費，老人施設，訪問介護の費用は除いた。年
間で医療費が生じなかった者も含めて，当該の
年間医療費を合計し人数で除して，年間の１人
当たり医療費を算出し，運動群と対照群とを比
較した。
医療費の増減の総和を明らかにするために，
各年の１人当たり医療費をみるだけではなく，
教室開始前３年の年間医療費の平均値を算出し，
そのうえでその値に教室開始後の年間医療費を
次々に加えていく累積医療費を算出した。ただ
し，Ｍ市については，教室開始前年の医療費に
教室開始後の医療費を加えることで累積医療費
とした。
統計的検定は，ノンパラメトリック検定であ
るＵ検定を用いて，運動群と対照群とを比較し
た。Ｕ検定は順位和の検定であって平均値の検
定ではないことを考慮して，有意差が認められ
た場合は平均値の大小関係とＵ統計量の大小関
係が一致しているかどうかを確認した。運動群
についてはあらかじめ本人から研究の協力につ
いて文書による同意を得た。対照群の医療費に
ついては各市町で匿名化を行った。国民健康保
険の医療費については，当該市町の協力により
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提出をいただいた。

診療報酬明細書の電算化の状況などの各自治
体の事情に合わせ，それぞれ以下のように行っ
た。
1) Ｍ市において平成14年９月から実施され

た運動教室の参加者のうち，平成16年８月まで
の継続者で，教室開始１年前から開始後２年の
間，国保加入者であった63名（運動群，男性17
名，女性46名，平均65.8±4.3歳（平成14年９
月１日現在））を分析の対象とした。
対照群については，教室開始の１年前から国

保加入者であった者の中から教室参加者を外し
たうえで，運動群と性と生年が同じで国保番号
の若い順に参加者１人に対し３人の計189名を
抽出した。そのうち，その後死亡，または国保
資格の喪失期間があった６名，およびＭ市の行
う運動教室に新たに参加した４名を除き，最終
的に179名（男性49名，女性130名，平均65.8±
4.3歳（同））を対照群とした。
教室開始前１年間と開始後２年間について医

療費を追跡した。参考として運動教室に参加し
たが何らかの理由で中断した者で，教室開始１
年前から開始後２年間，国保加入者であった15
名（中断群，男性８名，女性７名，平均67.0±
5.1歳（同））についても医療費を追跡した。
2) Ｓ市において平成14年12月から実施され

た運動教室の参加者のうち，平成16年５月まで
の継続者で，教室開始３年前から開始後３年間
（教室は１年半で終了）の間，国保加入者で
あった62名（運動群，男性26名，女性36名，平
均65.9±4.3歳（平成14年12月１日現在））を分
析の対象とした。
対照群については，教室開始の３年前から国

保加入者であった者の中から教室参加者を外し
たうえで，運動群と性が同じで誕生日が近いも
のから参加者１人に対し３人の計186名を抽出
した。そのうち10名はＳ市の行う運動教室（参
加者と同メニューのものもより軽微な運動のみ
を行うものも含む）に新たに参加したため，対
照群から外し，最終的には対照群は176名（男

性76名，女性100名，平均65.8±4.3歳（同））
とした。
教室開始前３年間と開始後２年間（教室は１
年半で終了）およびその後の１年間について医
療費を追跡した。参考として運動教室に参加し
たが何らかの理由で中断した者で，教室開始３
年前から開始後３年間，国保加入者であった12
名（中断群，男性４名，女性８名，平均64.8±
3.6歳（同））についても医療費を追跡した。
3) Ｋ市において平成15年10月から実施され
た運動教室の参加者のうち，平成17年９月まで
の継続者で，教室開始３年前から開始後２年の
間，国保加入者であった54名（運動群，男性21
名，女性33名，平均67.9±4.6歳（平成15年10
月１日現在））を分析の対象とした。
教室参加者で平成16年11月時点（開始１年

後）での国保加入者は110名であった。運動群
54名に比べ人数が多いのは，教室開始３年前か
ら開始１年後までの時点で国保から抜けている
期間があった者が45名，運動を中止した者が22
名，その両方に当てはまっている者が11名あっ
たからである。同時点での国保加入者の中から
教室参加者を外したうえで，これら110名に対
し，性別が同じで誕生日が近いものから参加者
１人に対し３人の計330名を抽出した。そのう
ち，運動群54名に対応する162名を抜き出し，
さらに死亡・転出・国保からの離脱等がなくか
つ擬主でもない，教室開始前３年と開始後２年
の計５年間を通して医療費の把握が可能であっ
た者125名を選び出した。その後，教室に参加
した２名を除外し，最終的に123名（男性48名，
女性75名，平均68.3±4.5歳（同））を対照群と
した。教室開始前３年間と開始後２年間につい
て医療費を追跡した。
4) Ｗ町において平成15年２月から実施され
た運動教室の参加者のうち，平成17年３月以降
までの継続者のうち，教室開始３年前から開始
後２年の間，国保加入者であった８名（運動群，
男性２名，女性６名，平均61.9±6.8歳（平成
15年２月１日現在））を分析の対象とした。
対照群については，教室開始の３年前から国
保加入者であった者の中から，教室参加者を外
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注 1) 外来費と入院費の合計
2) 各年ともその年の９月から翌年の８月まで
3) ＊ｐ＜0.05（Ｕ検定）

注 1) 外来費と入院費の合計
2) ＊ｐ＜0.05（Ｕ検定）

第54巻第１号「厚生の指標」2007年１月

したうえで，運動群と性が同じで誕生日が近い
ものから参加者１人に対し３人の計24名（男性
６名，女性18名，平均61.8±6.5歳（同））を抽
出した。教室開始前３年間と開始後２年間につ
いて医療費を追跡した。

Ⅲ

総医療費，外来費，入院費すべてについて，

教室開始前から対照群の１人当たり医療費は運
動群よりも高かった。運動開始後も，対照群の
方が１人当たり医療費が高かった。教室開始１
年目の入院費には有意差も認められた。中断者
については，総医療費では開始前は運動群と同
程度であったが，開始後は増加し，開始２年目
では対照群よりも高くなっていた。外来費では
開始前は運動群と対照群の間の値であったが，
開始後は対照群に近い推移を示していた。入院
費では運動群に近い推移を示していた。
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注 1) 外来費と入院費の合計
2) 各年ともその年の12月から翌年の11月まで
3) ＊ｐ＜0.05，＊＊ｐ＜0.01，＊＊＊ｐ＜0.001（Ｕ検定）

注 1) 開始前３年間の平均
2) 外来費と入院費の合計
3) ＊ｐ＜0.05，＊＊ｐ＜0.01，＊＊＊ｐ＜0.001（Ｕ検定）
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開始前年から対照群の医療費の方が運動群よ
りも高かったが，開始１年目，２年目となるに
つれて，その差は大きくなっていった。開始後
の入院費には有意差も認められた。中断者につ
いては，総医療費と外来費では運動群と対照群
の間を推移し，入院費では運動群に近い推移を
示していた。

教室開始前の３年間の１人当たり医療費は，
総医療費，外来費，入院費とも対照群の方が運
動群よりも高かった。平成12年の総医療費，平

成13年の入院費では有意差も認められた。教室
開始後では，平成14年の運動群の総医療費，外
来費，入院費とも前年よりも下がり，総医療費，
入院費で対照群との間に有意差が認められた。
教室終了年の平成15年でも入院費には有意差が
認められた。教室終了後の平成16年では，前年
に比べ運動群の総医療費，入院費が大きく増加
していた。また，運動群と対照群の間に有意差
は認められなかった。中断者については，総医
療費では開始年までは運動群とほぼ同様に推移
し，その後は運動群よりも低く推移していた。
外来費では，開始年までは運動群よりも高く推
移し，その後は運動群よりも低く推移していた。
入院費では，平成11年以外では運動群よりも低
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注 1) 外来費と入院費の合計
2) 各年ともその年の10月から翌年の９月まで
3) ＊ｐ＜0.05（Ｕ検定）

注 1) 開始前３年間の平均値
2) 外来費と入院費の合計

第54巻第１号「厚生の指標」2007年１月

く推移していた。

教室開始前３年間の平均では，対照群は運動
群よりも総医療費，外来費，入院費のすべてに
おいて高かった。入院費では有意差も認められ
た。開始後の平成14年，15年，16年では，対照
群と運動群の差は広がり，入院費のみでなく総
医療費でも有意差が認められた。中断群につい
ては，総医療費では開始年までは運動群よりも
わずかに高く推移し，開始２年目以降は運動群
よりも低く推移していた。外来費は開始２年目
までは運動群よりも高く推移し，その後は運動

群よりも低くなっていた。入院費は運動群より
も低く推移していた。

教室開始前の３年間の１人当たり年間医療費
は，総医療費，外来費，入院費とも対照群の方
が運動群よりも高かった。教室開始後は，総医
療費，外来費，入院費とも対照群と運動群の差
が広がっていた。平成16年の入院費には有意差
も認められた。
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注 1) 外来費と入院費の合計
2) 各年ともその年の２月から翌年の１月まで
3) ＊ｐ＜0.05（Ｕ検定）

注 1) 開始前３年間の平均
2) 外来費と入院費の合計
3) ＊ｐ＜0.05（Ｕ検定）
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教室開始前から，対照群は運動群よりも総医
療費，外来費，入院費のすべてにおいて高かっ
た。開始後の２年間で，総医療費，外来費，入
院費のすべてでその差は広がっていた。ただし，
教室開始前も開始後も有意差は認められなかっ
た。

教室開始前の３年間の１人当たり年間医療費

は，平成13年の入院費を除き，総医療費，外来
費，入院費とも対照群の方が運動群よりも高
かった。ただし，有意差は認められなかった。
教室開始後も，総医療費，外来費，入院費とも
対照群の方が運動群よりも高かった。平成15年，
16年の総医療費，16年の外来費では有意差が認
められた。

教室開始前から，対照群は運動群よりも総医
療費，外来費，入院費のすべてにおいて高かっ
た。ただし，有意差は認められなかった。開始
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後の平成15年では，対照群と運動群の差は広が
り，総医療費，外来費で有意差が認められた。
平成16年の総医療費でも有意差が認められた。

Ⅳ

今回，われわれは４市町において，開始前，
開始１年目，開始２年目の３点またはそれ以上
のデータを用い，地域における高齢者向けの運
動教室の医療費評価を対照群と比較することで
行った。また，２市においては，運動教室の中
断者の医療費も追跡した。
１次予防施策としての高齢者に対する運動事

業に医療経済的な軽減効果が本当にあるのかど
うかということは，医療費や介護費用の増大す
る厳しい状況の中で，注目を浴びている問題で
ある。Ｔ村で筑波大学の久野研究室などが行っ
た，運動教室に伴う医療費推移について報道が
なされて以来，この問題は多くの社会的関心を
引いた。教室開始後５年間の医療費を追跡した
Ｔ村では対照群の医療費は運動群よりも有意に
高く，その差は年々大きくなり，開始５年目で
は１人当たり約20万５千円となっていた12)。
その後，Ｔ村だけではなく，栃木県Ａ町や東

京都のＳ区においても，高齢者に対する運動教
室の医療経済効果の評価が行われた。Ａ町では，
自重を用いた筋力トレーニング，輪投げ，ボー
ルエクササイズの３種類の異なる運動を行う高
齢者および対照群について累積医療費を比較し，
３種類の運動群すべてについて対照群よりも累
積医療費は低く推移し，その中では筋力トレー
ニング群が有意ではないもののより低く推移し
ていた13)。Ｓ区では，運動教室参加者の医療費
と参加者の年齢階層を考慮して区全体の医療費
から作成したシミュレーションの医療費を対照
として比較し，前者は後者よりも累積医療費の
伸びが小さいことが示された12)。また，筑波大
学における研究成果を基としたベンチャー企業
である株式会社つくばウエルネスリサーチが支
援するＭ市，Ｓ市， 町，Ｗ町での運動教室
においても，医療経済効果の評価が行われ，累
積医療費でみると，対照群の方が運動群よりも

開始前から医療費が高いものの，教室開始後に
その差がより大きくなる傾向が見いだされ
た12)13)。
しかしながら，これまでＭ市，Ｓ市， 町，

Ｗ町で得られた結果は，教室の開始前と開始後
の２点での比較であり，この結果が運動教室に
よる効果ではなく教室開始以前にも認められた
医療費の年次変動によるものである可能性も否
定できなかった。今回，Ｍ市，Ｗ町に１点をＳ
市に２点を加え，新たに３点のデータが得られ
たＫ市とともに，４市町において開始前１点と
開始後２点の３点以上の医療費推移を示すこと
ができた。
その結果，教室開始前と開始後の２点で認め
られた傾向は，より明確となった。すなわち，
運動群は対照群に比べ，介入前から医療費が低
いものの，累積医療費でみると，教室開始１年
目，２年目とその差が広がっていくことが示さ
れた。
医療費は，医師の処方，医療施設の利用のし
やすさ，事故などの様々な要因により影響を受
けるため，単年度ごとの変化をみると，その傾
向は安定したものとはならない。運動をするこ
とによって直ちに医療費が下がるということで
はなく，運動群と対照群の比較において，運動
をしている群の方が，毎年の変動はあるにして
も，対照群よりも低い医療費を保ち続けたとい
うことに意義があると考えられる。累積医療費
を用いることで，この「運動をしている群の方
が，毎年の変動はあるにしても，対照群よりも
低い医療費を保ち続けた」ことをよりわかりや
すく示すことができる。
開始前から運動群の医療費の方が低いのは，
既往歴などの介入以前の健康状態の反映も含ま
れていると考えられる。こうした「選択による
偏り」を市区町村の現場で取り除くことは困難
であるが，「運動をしている群の方が，毎年の
変動はあるにしても，対照群よりも低い医療費
を保ち続けた」ことが観察された。高齢者を対
象とした運動教室による医療経済効果の可能性
を示唆したものと考えられる。
今回，Ｍ市，Ｓ市では，中断者の医療費の追
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跡も行った。各年ごとの医療費推移をみると，
Ｍ市では，教室開始後，運動群よりも高く推移
していた 。一方，Ｓ市では，逆に教
室開始２年目以降，中断者の医療費は運動群よ
りも低く推移していた 。中断者の開
始時の平均年齢は，Ｍ市では67.0歳と運動群よ
りも1.2歳高く，Ｓ市では64.8歳と運動群より
も1.1歳低かった。Ｓ市では医療費を追跡した
12名のうち，７名は仕事の都合や再就職などの
仕事上の事情で中断しており，参加者の中では
健康状態が比較的良かった者が多く含まれてい
たため，こうした結果になったと考えられる。
ただし，Ｍ市は15名，Ｓ市は12名といずれも運
動群に比べて人数が少なく，中断者の医療費の
評価についてはさらなる検討が必要である。ま
た，Ｓ市においては運動教室終了後に運動群の
医療費が増加しており，結果として運動群と対
照群の医療費の差が小さくなったことにも注意
する必要がある。
教室開始前３年間と開始後２年間の国民健康

保険の医療費データを用い，運動群と対照群を
比較することで，地域における高齢者を対象と
した運動教室の医療経済効果の可能性が示唆さ
れた。今後の市町村における保健事業は，運動
教室に限らず，その医療費に対する効果を評価
していくことが，実施主体の市町村にとっても
また，利用する住民にとっても重要であると考
えられる。

多大なご協力をいただきました新潟県Ｍ市役
所，富山県Ｓ市(現Ｉ市)役所，埼玉県Ｋ市役所，
愛媛県Ｗ町(現Ｔ市)役場，株式会社つくばウエ
ルネスリサーチに深謝いたします。本研究は文
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